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7.手づくり味噌工房

コミュニティ・ビジネス可能性検討
椎名洋一
調査目的

味噌は元来地域コミュニティや家族の中で伝えられ作られてきた。しかし、近代的な都市生活の中で地域コミュニティは失われ、味噌づくりは伝えられなくなった。しかし、近年の収縮する経済社会の中で雇用の場が「会社」から「地域」へと向かっていること、コミュニティの中で「安全」で「安心」な食を確保したい生活者ニーズが確実に高まりを示していることなどから、コミュニティ・ビジネスのあり方が問われ始めている。本調査では、実家が大豆販売を行ってきたため、味噌に着目したコミュニティ・ビジネスの可能性について検討する。

以下に示す調査を実施した。

1. 小泉糀屋（ヒアリング調査）

2. 味噌の作り方（ヒアリング調査）
3. 味噌工房ビジネスの方向性（考察）
1. 小泉糀屋（ヒアリング調査）

(1)糀屋をはじめたきっかけ

· 先代の急逝し、100年以上続いた「小泉糀屋」が危機になった。そこで今のご主人がインターネットでの販売を考え今のかたちになった。最初は糀、味噌の作り方を叔父さんに教えてもらいながら合資会社としてスタートした。今でも合資会社のスタイルをとっている。

· 設備は先代が使っていたものを修復し利用している。

· ネット上の販売だけではなく、電話、FAX、また直売も行っている。（完全に個人販売）
· 手前味噌づくりセットも販売しているが、味噌の売り上げのほうが多い。
· メールマガジンを発行している。（月２回約８０００通）また「楽天市場」にも出店しておりそこでは4000人のメールアドレスを持っている。（将来的には１００００通にしたいのこと）
· 販売先は主に関東近辺。味噌は地域によって味が違うため地元でしか売れない。
· 年間５，６ｔの味噌を販売している。
· 味噌の種類は1種類である。
· 価格は　味噌１kg　￥1500　米糀１kg \1100 麦糀1kg￥900　

手前味噌セット￥2420～5300

(2)味噌の作り方

· 秋から冬にかけて仕込み、ひと夏熟成させて秋に出荷する。

· 味噌作りは糀づくりが一番大変で、3日間時間も関係なく室の温度管理などをしないといけない。「小泉糀屋」では米糀、麦糀の2種類を作っている。（違う麹菌を使っている）2種類の糀をブレンドし味噌を作っている。

・大豆を煮て潰すのが重労働のため、手前味噌セットでは豆を煮て潰してあるものも売っている。

· 川崎駅西口商店街で味噌作り講習会をやったときは、参加者15人、一人3キロの味噌を作った。（参加者には手前味噌セットを買ってもらう）またお店のほうでも定期的に講習会を行っている。小学校での味噌作り体験では、学校によっても異なるが大体1学年が参加し一人５００ｇを作る。

· 今は味噌中心の販売だが、いずれは糀を中心に売っていきたい。

· 経営的に見れば　大量生産できない、原料こだわりたい　→　商品が高くなる

ため値段の設定や販売の仕方に苦労する。また売り上げは安定しているが、今年の9月に「楽天市場」に出店するなど、新しい試みをしているため経費、人件費がかさむ。

→売り上げを上げていかなくてはならない。

· 今の社員は自分を入れて3人、アルバイトは4人だが実働6人で経営している。

· この商売をやる上で一番大切なことは自分の健康管理。

2. 手前味噌の作り方

基本的に味噌は秋から春にかけて作る。
(1)材料 (5 kg の場合） 

a. 大豆1.5 kg 

b. 米麹1.5 kg 

麹屋さんから購入します。スーパー等でも売っていることもあります。また、c. 塩650 g 

マグネシウムやカリウム等の微量成分を含む荒塩を使います。純度99％以上の精製塩でもかまいませんがその時は多少使用料を減らしたほうが良いでしょう。

d. 水 

大豆の浸漬に大豆の三倍程度、また、大豆を煮る場合にも浸漬大豆の二倍程度必要。水道水でよいのですが鉄分の多い水は好ましくないと言われています。こだわる人は市販のミネラルウォーターを使うとよいでしょう。

(2)道具 

a.ポリ樽、カメ等の容器 

味噌を熟成させる容器として使います。光を通さないものを使います。

b.すり鉢あるいはミキサー 

煮た大豆をつぶすのに使います。なければビニル袋の中に入れて手や足でつぶすという方法もあります。

c.ざる 

煮た大豆の水きり用です。

d.ビニル袋 

味噌を入れて熟成させます。大きめのもを数枚用意して下さい。

e.鍋、圧力鍋 

大豆を煮るために使います。

f.ボール、半切り、ビニルシート等 

塩と麹を混合するときに使います。

g.重石 

味噌熟成中に重石をかけます。味噌の重さの六割くらいがいいようです。

(3)作り方 

1.浸漬 

水洗いした大豆を三倍程度の水に漬けるます(10-12時間）。大豆は吸水し、二倍強の重量になります。漬け過ぎは味噌の品質を落とすと言われています。

2.大豆を煮る 

漬けておいた大豆をざるにあけ、水をきり鍋に大豆と水を入れます。煮る時間は3時間程度。この間、大豆が水面から出てしまうと均一に煮ることができないので水加減に注意。圧力鍋を使うと、時間を短縮できます。もし、オートクレーブを使える環境にあるなら、ざるにあけた大豆を115℃、30分程度蒸煮すればOK。指で軽くつぶせる程度が煮上がりの目安です。

3.塩切り麹をつくる 

大豆を煮ているあいだにやります。ボール、はんぎり、ビニルシート等を使い、:米麹と塩を均一に混ぜ合わせます。一度に全量を投入せず、何回かに分けて混合した方が均一にしやすいでしょう。この際、塩の一部（10-15%）を残しておくこと。

4.大豆をつぶす 

煮え上がった大豆はざるにあけ、煮汁を切り、熱いうちに大豆をつぶします(冷えるとつぶしにくくなる）。すり鉢でもミキサーを使ってでもよいでしょう。

5.塩切り麹とつぶした大豆を混ぜ合わせる 

塩、麹、大豆が均一になるよう混ぜます。一度に混ぜずに何回かに分けて少しづつ、もみ込むように混ぜ合わせます。パサつくようなら少し、煮汁(なければ温水）を加えて調整すます。

6.仕込み 

ポリ容器等にビニル袋を入れ(二、三枚重ねにする）、その中に混ぜ合わせたものを少しづつまるめ、空気が入らないように詰めていきます。全部詰め終わったら表面に残しておいた塩をまき、空気に触れないようにビニル袋の口を閉じます。落とし蓋をかぶせ、重石(3 kgくらい）を置きます。

7.熟成と切り返し 

直射日光を避け、風通しの良いところに置いて熟成させます。一ヶ月程度するとたまりが上がってくるので、ここで一度切り返しといって味噌をかき混ぜ上下を混合します。さらにもう一度一ヶ月後に切り返しをします。味噌が空気にふれたままにすると色が悪くなるし、産膜酵母といって変質の原因になる菌が生えるので注意。約半年寝かすと手作り無添加天然醸造味噌の出来上がり。

3. 味噌工房ビジネスの方向性（考察）

１．テーマ　

　　～味噌作りから地域活性化へ～

２．起業目的

１９９８年に大店法（大規模小売店舗法）から大店立地法（大規模小売店舗立地法）に変わったこと、また自動車中心の社会になったことにより、中心市街地にある商店街が活気を失っている。このため安心して食べられる食品を提供することにより新しい商店街のカタチをつくっていくことを目標とする。具体的には次の２つを目標とする。

（１）無農薬、無添加の原料を使い、大量生産では出来ない手作りの安全な商品を提供する。

（２）地域の人が商品を作ることにより、地域の食品に対する意識を高めていき、大店舗では出来ない生産者の顔が見える商店街を作ってゆく。

３．中心市街地商店街の現状

· 以前、駅前商店街などは駅前という利便性を活かし市場を独占していたが、消費者の自動車の普及により何も駅前の利便性を求めなくなり、郊外へと商業の中心が移動し、中心市街地は取り残された状態になっている。

· 郊外型の大型ロードサイド店の出店によって、中心市街地は市場を奪われている。価格競合が激しいためほとんどの商店街は価格競争についていけない状態である。

· 中心市街地の商店や商店街は消費者ニーズを汲み上げ、これに対応するという努力に欠けている。
４．事業内容

　　商店街の空き店舗を賃借し、地域の方が作った安心して食べられる味噌を提供する。

（１）地域の方が無農薬丸大豆、手作りの糀、天然の塩を使って味噌を作り販売する。

（２）定期的に手作り味噌作り講習会を開く。

（３）手作り味噌セットを販売する。

５．市場環境

（１）市場規模

商店街の周囲の住民を対象とする。住民の食品に対する関心を上げていくことで市場規模は拡大していくと考えられる。

（２）競合先

無農薬、無添加の食料品販売店はかなりの数ある。しかし消費者は生産者の顔が見えない状況である。

６．対象市場とターゲット

（１）対象市場

質より量の時代から、量より質に変わってきている中で「人の手」で作られたものを提供していきます。スローフード市場を対象にする。

（２）対象顧客

食料品に関心を持ち、顔と顔が見られる関係を大切にする人々をメインのユーザーとしていく。情報を発信していくことによって市場を拡大する。

７．取扱商品、サービスの内容

· 無農薬、無添加の手作り味噌

· 手作り味噌セット

· 手作り味噌講習会

８．販売戦略

工房のＰＲは地域のコミュニティを生かし、口コミで地域に情報を発信していく。また手作り味噌講習会などはインターネットも使い参加者を募る。

販売方法は店舗販売を基本とする。またインターネット販売も行う。手作り味噌講習会では原則的に参加者に味噌を買ってもらう。将来的には、地域の小学校の生涯学習の授業で味噌作り講習会を開く。

９．法的規制

食品衛生法による味噌製造業の営業許可が必要である。


[image: image11.jpg]



　　　

8.プレイパーク研究
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長岡俊一郎
Ⅰ.研究目的

私は、救難援助ボランティアを行っており、遊び場に関するソフト支援の方法に興味を抱いている。土木計画学演習Ⅲにおいて、世田谷区にある羽根木にあるプレイパークを見学し、プレイリーダーの存在を知った。このことから、羽根木プレイパークと片倉うさぎ山公園のプレイリーダーについてその実態を研究することとした。公園は整備されれば終わりではない。また、現在放課後の児童対策の観点からあそび活動の充実やプレイリーダーの存在が注目され始めている。地域が如何に公園を活用して行くかは、コミュニティ活性化を図って行く上で重要な課題である。以上からプレイリーダーを通した公園活動やコミュニティ活性化の方向性を検討する。

Ⅱ.調査内容

1. プレーパークとは何か。

· プレーパークは一般的な公園のようにきれいに整備されていない。手作りの遊具やのこぎりなどの工具がおかれていて、子供たちがものを作ったり、手作りの遊具が散在している雑然とした遊び場である。

· ここでは、工具も火も使う。廃材で小屋を建てたり、シャベルで大穴をほったり、ダムや水路を作ったり、木にロープをかけ、よじ登ったり、泥山を滑り降りたり、時には泥団子の戦いなども行われている。

· プレーパークには、禁止事項の看板は立っていない。そのかわりに、「自分の責任で自由に遊ぶ」というモットーが掲げられている。そして、そのモットーが十分に生かされるように、初めから危険を回避するのではなく「危険があるから自らも注意するし、冒険心・挑戦心もわく。そして小さなケガを繰り返すなかで、初めて大きな事故から本能的に自分の身を守る事ができる」と考える場所である。

· プレーパークには、プレイリーダーと呼ばれる遊びの監督者（指導員）が配置されている。火・水・土・木など遊びの素材と道具工具が用意され、プレイリーダーのもと遊具も自分たちの手によってプレイパークがつくられている。
2. プレイリーダーとは何か。

· プレイリーダーとは、遊びの指導者であるが、子どもたちにとっては、格好の遊び相手である。

· プレーパークの開園日には、常時プレイリーダーがいる。

· 親たちからすると、いつも遊び場にいて、何かあったらすぐに対応してくれる安心感を与えてくれる人である。
· プレイリーダーは子どもたちが色々な遊びを展開できるように、道具や素材を用意することが必要であるが、プレイリーダーの仕事はそれだけではない。
· 大切なのは、「危ないから」「汚れるから」やめなさい、と言う親たちに、「もっとゆとりと信頼をもって子どもを見守ってあげて欲しい」と伝えることである。そして、子どもが本気で遊ぶことができる環境を作ることが重要なテーマである。
· 冒険遊び場・プレーパーク発祥の地は北欧のデンマークである。一人の造園家が子供は大人が造ったおしきせの遊び場より“危険だから遊んではいけない”廃材置き場でのほうが生き生きと遊ぶ事を発見した。廃材を転がしただけの遊び場は１９４３年に始まり、プレイリーダーの歴史もそれと共に始まる。その後、冒険遊び場の取り組みはイギリス、スウェーデンで発展し、全欧に定着した。それと共に今では教師と同様、プレイリーダーも社会的職業として身分が保証されている。
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3. プレイリーダー誕生の経緯

· 日本に冒険遊び場が上陸したのは1975年である。我が子の遊びが自分の子供の頃と違うと疑問を感じた夫妻が、欧州の冒険遊び場を知った事に始まる。

· 世田谷の住民から始まった活動はやがて行政を動かし、1979年には日本で初めての常設の冒険遊び場「羽根木プレーパーク」が誕生する。
· 欧州に習いプレイリーダーは始めから置かれたが学生などのボランティアの輪番制であった。
· しかし1980年に１年間ボランティア派遣制度で初の常駐プレイリーダーを得た住民が、それにより子供の遊びが刺激され活性化する事を実感し、住民運動の末1981年、職としてのプレイリーダーを確保した。
· 羽根木プレイパークにおけるプレイリーダーの常駐の経緯を示すと表1-1の通りである。
表1-1

	年月
	

	１９７９．７．
	羽根木プレーパークオープン

	１９８０．１０
	この年五月から一年間長期派遣ボランティアとしてプレーパークに派遣されていたプレイリーダーを有給プレイリーダーとして採用するよう、住民が区に署名、陳情を始める。

	１９８１．４．
	五千人の署名を集め、日本で初の有給プレイリーダーが誕生

	１９８２．６．
	世田谷プレーパークオープン

	１９８４．４．
	署名運動で得た有給プレイリーダーが世田谷プレーパークとのかけもちになっていたため、羽根木プレーパーク独自の常駐プレイリーダーをおく。しかし区からの資金援助はなく、住民がつくった自己資金で雇用した。これに先立つ８３年には週２日の開園だった世田谷プレーパークがその週２日に常駐するプレイリーダーをやはり自己資金で得ている。

	１９８６．４．
	区から初めて常駐プレイリーダーに予算を組む。扱いはアルバイト。時間給760円計算。

	１９８９．４
	駒沢はらっぱプレーパークオープン

	１９９１．４．
	プレイリーダーの給与があまりにも低いため自己資金から賞与や手当などの不足分を補っていたが、各プレーパークの財力によりプレイリーダーの所得がまちまちだったため３つのプレーパークが雇用のための自己資金を一つにし、プレイリーダー雇用の安定をはかる。→世田谷プレーパーク連絡協議会の発足

	１９９４．４．
	各プレーパーク常駐プレーリーダー２人体制を実施。区からは１名文のアルバイト料（このときの自給は８００円）以外予算化されていなかったため、各プレーパーク１名分、合計３名分の給与等不足分は自己資金から捻出した。

	１９９５．４．
	区が各プレーパーク１．５名分のアルバイト料を予算化。自己資金からの支出は０．５名分×３ヶ所となったが、これ以外にも賞与や手当、退職金などは自己資金から捻出。

	２０００．４．
	区の財政難のためプレーパークの総事業費が２００２年までに計００面円減額されることに。


資料：公園配布パンフレット

4. 片倉うさぎ山公園あそび場

· 横浜市片倉うさぎ山公園あそび場におけるプレイリーダーの誕生経緯を示すと以下のとおりである。

· 「遊びの林」ができた経緯は住民や公園に集まる主婦たちが育児の経験から、一般の公園は制限が多過ぎて子供が遊ぶ場所ではないと感じていたことに起因し、近所に新しい公園ができると知り、母親グループで行政に働きかけたことが始まりである。

· あそび場ができてから、子供たちは初めは、遊具のない雑木林で遊び方がわからず戸惑う子も多かったが、最近は活発に遊べるようになってきた。

· 一般の公園では、例えば、台風で木が倒れたら、すぐに撤去されてしまう。ここでは倒木で遊んだり、ベンチを作ったりできる。子供はもっと自由に自然と触れ合うべきなのではないか。

· 運営上の課題はプレイリーダーに支払う報酬である。

· 初期段階では社会福祉・医療事業団の補助金に頼ったが、これは一年間だけであった。これ意向の運営方法を検討する必要がある。行政の支援があれば、安心して運営できるようになる。

5. 考察

· 1998年中央審議会は、子供の現状を知るためにプレーパークの事例発表を行った。

· そこで発表されたプレイリーダーの役割について「あなた方のやろうとしている事は大変重要でとても難しい。大学教授より高所得でもいい。」との意見が出た。

· また文部省・国土交通省が協同で1999年に設けた「子供の多様な活動の場となる都市公園に関する研究会」でも子供の遊び環境へ働きかけるプレイリーダーの必要性が答申された。

· 変化は少しづつ起こっている。しかし、冒険遊び場のプレイリーダーを職とするものは全国でもまだ１０人に満たない。

· 子供に遊びを取り戻していく非常に重要な役割を担うプレーリーダーを職業として位置付けてゆくことが必要である。

· 地域全体で自律的にプレイリーダーを雇用し、運営してゆく仕組みを考えてゆくことが重要である。

9.地方産業横浜支店代行業
[image: image4.jpg]



古谷典之
ヒアリング目的；

地方企業の大きな問題は商品の開発や生産はできるが、東京での販売チャンネルを確保したり、継続的な営業活動ができないところにある。しかし、東京や横浜などの大都市に支店を設け、駐在員を派遣することには資金が必要であり、それに見合った成果が即座に得られないなど大きなリスクを伴うことが多い。このため、地方企業の東京・横浜支店代行業の可能性を把握する。

本調査においては、地方企業の東京における販売促進ニーズについてヒアリング調査を島根県が開催したビジネスフェアにおいて実施する。また、既存資料により、東京におけるレンタルオフィスの動向を取り纏める。

Ⅰ.島根県ビジネスイベントにおけるヒアリング調査

イベント名称：しまねビジネスプランフォーラム　in　ＴＯＫＹＯ

日時：平成１４年１１月２８日（木）１３：００～１７：００

主催：（財）しまね産業振興財団

後援：中国経済産業局　島根県
開催場所：東京全日空ホテル　プレゼンテーション会場：「プリズムの間」

　　　　　　　　　　　　　　ブース展示会場：「グローリーの間」

参加企業：アルファー食品(株)　(有)オカコーポレーション　(株)加地

　　　　　マルシェマシナリー(株)　丸高工業(株)　(有)桜江町桑茶生産組合

　　　　　スキルバンク社　外谷製紙(株)　前島工業(株)　(財)しまね産業振興財団

ヒアリング対象企業：アルファー食品(株)　(有)オカコーポレーション 

　　　　　　　　　　マルシェマシナリー(株)　 (有)桜江町桑茶生産組合

1. アルファー食品(株)

· 精白米では失われてしまう玄米の有効成分を添加することで、機能性を持った健康にいいお米「アルファー米」を開発し昨年より東京、大阪の支店から全国に販売している。

· 米にも付加価値を付けられないのか？という発想から生まれたこの商品は今後の食生活の中で重要なものになると思われ、学校給食や産業給食など幅広い市場性を持つ商品だと確信している。

· アルファー食品のお米は昭和４６年より全国各都道府県の学校給食に使われている。

· 全国に販売中とのこと、既に東京にも支店があり、これからはより幅広い市場に進出して行くつもりである。

2. (有)オカコーポレーション

· 現場の美容師が作った毛髪に優しい特許商品のパーマ用剤「クリエイティブ・マジック」。美容院向けのパーマ溶剤や消臭酸リンスなどの関連商品も供給している。

· 当社の独自性はメーカーの発想ではなく現場の美容師が来店顧客のニーズをもとに開発し、美容院とお客様の不満と不安を解消させるところにある。

· 将来的には全国へ展開していきたいと思っている。今は自ら週に１～２日は東京の美容院に足を運び、販売促進をしている。美容師の意識革命をしたい。

· 今起業するために必要とされていることはやる気・市場性・従来との違いである。

3. マルシェマシナリー(株)

· 食品関連事業所向けの解凍冷蔵庫「テクノエナジ」を製造、販売している。ドリップがでなく、無駄がなく、衛生面に優れていることから高い評価を受けている。

· テクノエナジは現在全国に７００台設置されている。ホテル・旅館・給食センター・従業員食堂・水産関係などに多数納入している。

4. (有)桜江町桑茶生産組合

· 無農薬・有機栽培の桑茶をはじめ、機能性食品を中心とする「健康により良い商品」の開発・販売を行っている。

· 販売面ではデパート・店舗への卸し、産地直送システム、桑の実狩りツアーなども企画・運営している。また販路拡大を目指している。

Ⅱ.レンタルオフィスの動向（新聞検索による情報収集）

近年日本ではＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）を拠点とする起業家が増え、こうした事業者に的を絞った小規模賃貸オフィス市場が拡大している。東京での販売促進を目的とした地方企業の東京支店代行業務のビジネスプランを作ることを目的として、都心におけるレンタルオフィスの動向を整理する。

1. レンタルオフィスの動向

· 三井不動産と第一生命、鹿島の共同運営による幕張地区での「ベンチャーサポートセンター」は４０室ある小規模事業者向けオフィスを５室増やして４５室にし、初年度の月額賃貸料を３．３平方メートル７０００円程度と同ビルのオフィスの約半額に抑えたことにより、ベンチャー企業などの入居希望が急増した。

· また資金力の乏しい新規事業者向けに入居にかかる初期費用を極力抑えた小規模事業者向けオフィスも登場した。阪急東宝グループのインターサポート（大阪市）が運営する「ｔｅｎ６／ｄ’Ｂｏｘ」は、同社が受注した仕事を入居者に割り振り、委託手数料を徴収する代わりに賃貸料を周辺より３，４割低くした。森ビルの「メディアヒルズ」（東京・港区）も同社の通常の賃貸契約に必要な１８ヶ月分の敷金を、自社の小規模事業者向けオフィスに限り１．５ヶ月分にするなり思考を凝らしている。

· 小規模事業者向けオフィスは割安な賃貸料のほかにビジネスに欠かせない付帯サービスも受けられるのが特徴である。ＳＯＨＯ（横浜市）が運営する「ＳＯＨＯ　ＹＯＫＯＨＡＭＡ」（同）は、約２０平方メートルの部屋で初年度の賃貸料が月額８８１６０円から（管理費などを含む）と周辺オフィスの平均的な賃料とほぼ同水準。インターネット用の専用回線も引き込み済みで、共用スペース使用料も含んだ賃貸料としている。

· 一方で地方自治体などが助成措置付きで開設する小規模事業者向けオフィスも増えている。阪神大震災の被災者支援を目的とした「デジタルクリエート工房」（兵庫県尼崎市）や第三セクターの「大阪デザイン振興プラザ」（大阪市）などが開設され、近年「三鷹市ＳＯＨＯパイロットオフィス」（東京都三鷹市）も賃貸を始める。今後は自治体も積極的に供給量を増やしていく方向で、相場も下がるとみられている。  

2. 銀座ビジネスセンター（ＧＢＣ）
· アジル（東京・中央区、井田智一社長）は、秘書付きの会員制レンタルオフィス事業を展開している。「銀座」というブランドの力は大きく、ベンチャー企業や地方の中小企業など約１００社が利用している。　

· そのうち、三分の二程度が各種コンサルタントなどの個人事業主やベンチャー企業。残り三分の一は地方に本社を置く中小企業で、製造業はじめ様々な業種が首都圏の営業拠点などとしても利用されている。

· 名称は「銀座ビジネスセンター（ＧＢＣ）」である。地下鉄銀座駅の地上出口から徒歩１分のビルの２階から４階に２０００年８月に開設した。貸しスペースとして約２０人が利用できる会議室１室と小人数の会議やデスクワーク用の個室６室を備える。入会金は５万円、毎月の基本料金も５万円と設定した。

· これで「銀座五丁目」の住所での法人登記や専用の電話番号の取得、月に１００回までの電話での応対、会議室、個室のそれぞれ月２３時間までの使用、高速大容量（ブロードバンド）のインターネット接続などのサービスを受けることができる。電話がかかると、パソコン画面にどの会員あてか即座に表示するシステムを導入し、待機する秘書がその会員名で、電話での応対をする。

· 井田社長は「住所が銀座だとビジネス上の利点が大きい」と強調する。知名度の低いベンチャー企業などが顧客に売り込む際、会社住所は商品内容と同様に重要である。「銀座にオフィスがあれば良いイメージで会社が見られ、信用が高まる」井田社長によると、銀座に事務所を一室借りると、初期費用として保証金２００万円や内装費など最低３００万円は必要だという。これに毎月、家賃２０万円、事務員の人件費など５０万円はかかる。その点低コストで「銀座ブランド」を利用でき、交通アクセスも便利というのが「銀座ビジネスセンター（ＧＢＣ）」の売り文句である。

· アジルの年商は約７０００万円。「十分採算に乗っている」と井田社長は云う。去年、別の会社で専用個室制のレンタルオフィス事業を銀座で始めた。同じ銀座地区周辺で今年、三軒目のレンタルオフィスを設ける計画である。

3. ソーホー（神奈川県横浜市）
· 横浜市の関内・山下地区で貸オフィス会社が相次ぎ起業支援事業を強化している。アイ・エス・オー（横浜市、石坂昌久社長）がベンチャー企業向けの割安オフィスを大幅に拡張するほか、ソーホー（同、斎藤裕美社長）は入居者などのビジネス交流を進める。

· 横浜市も通信インフラ整備を支援し、同地区のオフィス空洞化に歯止めをかけようとしている。

· 起業支援施設「Ｉ．Ｓ．Ｏ横浜」を運営するアイ・エス・オーはビル内のワンフロアを改装し、４，５人用オフィス（１０、２０平方メートル前後）１０室を追加する。年内には別のフロアにも１４室を新設する予定で、改装後の床面積は現在の二倍の２０００平方メートルになる予定である。

· 同施設には時間単位で部屋を利用するモバイル会員なども含め５０社程度が入居、稼働率は９０％に達している。ＩＴ関連を中心に個人事業者などの入居申し込みが増えた為、施設を拡充する事とした。

· 市内の起業支援施設の草分けであるソーホーは入居企業向けのビジネス交流会を開き、同社は東京・三鷹市など他地域にある起業支援施設と連携してＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）事業者の支援に取り組んでいる。他地域のベンチャーとも交流する機会を提供し、入居企業のビジネスを後押しする。

· しかし０１年１１月に二番目の起業支援施設「開港広場２１」を閉鎖した。部屋に仕切りを作らないオープン型施設だった為、入居者のニーズに合わず稼働率が伸び悩んだ。このためサービス面を拡充し入居者を開拓する。このほか市内には通信回線の高速化を検討している施設もある。

· 関内・山下地区は老朽化したビルが数多く点在する。横浜市も高速通信インフラを整備したビルを独自に認定し、入居するＩＴ事業者に最高５０万円の助成金を出すことにしている。

4. ベンチャーハビタット（東京都渋谷区：マークシティ）
· サンブリッジは日本オラクルの実質的な初代社長だったアレン・マイナー氏が立ち上げたネット事業中心のインキュベーターである。

· シリコンバレー型のベンチャー育成を目指している。２０００年４月に東京・渋谷の新ビル「渋谷マークシティ」に貸しオフィス「ベンチャーハビタット」を開設した。現在１３社が事務所を構え、各企業の交流スペースや会議室も備えてある。

· 入居企業に出資すると同時に、営業・技術面を有料で支援し株式上場を目指す。事業運営会社のサンブリッジに続き、２０００年２月に技術支援のサンブリッジテクノロジーズ、営業支援のイー・ブリッジを相次いで設立して支援体制を整えた。

· 入居ベンチャーには原則サンブリッジが平均３０００万円程度出資する。条件はサンブリッジグループメンバーの非常勤取締役就任と四半期ごとの財務諸表の開示。アドバイザリーボードとして日本オラクルの佐野力社長らが起業指導する。

· オフィス賃料は、立地条件からすれば格安の１平方メートル当たり月１万円前後。敷金・礼金は不要だが、一年たつと賃料は倍近くに跳ね上がる。その賃料に耐えられる実力をつけられなかった場合は退去するしかない。すでに今年に入って退去企業が現れ、代わりにアイルランドのＩＴベンチャーなどが入居した。

· 入居企業にはＬｉｎｕｘソフトのホライズン・デジタル・エンタープライズなど有望企業が出てきているが、株式市場の環境悪化もあり、まだ上場企業は出ていない。「今年度一年が勝負」とマイナー社長。成果が出なければ自ら撤退も考える厳しい姿勢で臨んでいる。

5. サーブコープジャパン（バーチャルオフィス）

· レンタルオフィス提供のサーブコープジャパン（東京、Ａ・Ｇ・モフォレッジ社長）は、ＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）などの小規模事業者向けに電話の応対受け付けや経営者のスケジュール管理などを代行するバーチャル・オフィス事業を始めた。

· 実際に事務所を開設しなくても低コストでオフィス業務を処理できることから資金力の弱いＳＯＨＯなどを顧客として開拓する。初年度２億４０００万円の売り上げを見込んでいる。

· バーチャル・オフィスは実際にオフィスを借りなくても電話受け付けなどの事務を代行してもらえるほか、２４時間体制で契約者の携帯電話や電子メールに連絡事項を転送したり、総合デジタル通信網（ＩＳＤＮ）などインターネットに使う高速回線を低料金で提供するサービスである。

· 料金は月額１５０００円からで１ヶ月単位で使うこともできる。東京都内でオフィスを借りる場合、契約期間が最低２，３年間で、敷金も１，２年分かかっていた。新サービスでＳＯＨＯ事業者や起業家にとって事業を立ち上げる際、障害になっていた初期投資を軽減するねらいである。

· サーブコープジャパンは１９９４年に設立。世界５５２都市でバーチャル・オフィス事業を展開するオーストラリアのサーブコープ（シドニー、Ａ・Ｇ・モフォレッジ社長）の日本法人。バーチャル・オフィス事業のほか、低料金で事務所を賃貸するサービスを東京、大阪など８箇所で展開している。

6. ＫＤＤホテルストラーダ
· 早稲田大学はＫＤＤと共同でベンチャーのインキュベーション（ふ化）事業を始めている。ＫＤＤの子会社が運営するホテルの一部を四月からオフィスとして低料金で貸すほか、早大関連のベンチャーキャピタル（ＶＣ）やＫＤＤが有望企業に出資する。

· ベンチャーの財務や法務に詳しい専門家も紹介し、入居企業の株式公開を促す。

· ベンチャー支援事業「ワセダ・アレーＯｎｅ」はＫＤＤの子会社が運営するホテル「ＫＤＤホテルストラーダ」（東京・新宿）のオフィス施設、会議室などをベンチャーに低料金で貸す。料金は２，３人用のオフィスで月額約５万円である。

· 早大でベンチャー支援を手掛ける「早大アントレプレヌール研究会」や早大の教授らが設立したＶＣのウエルインベストメント（東京・新宿、浅井武夫社長）が取引先を紹介するなどＫＤＤと連携してベンチャーを支援する。

· 株式公開を目指す情報技術分野のベンチャーが支援対象で、事業の将来性や新規性などを勘案して入居希望企業から選抜する。　ＫＤＤの関連会社がホテル内に高速ネットワークを構築し、低料金のインターネット利用環境を用意する。「オフィス料金が高いことが創業初期企業の足かせになっているので、割安なインキュベーション施設のニーズは大きい」と松田修一早大教授は云う。

7. キャンパス・インキュベーター（龍谷大）

· 大学が構内に起業家予備軍やベンチャー向けにキャンパス・インキュベーター（ふ化施設）と呼ぶレンタルオフィスを開設する動きが加速してきた。こうした施設は入居時の保証金が必要ないほか、賃料も比較的安く技術協力や社会的信用度が高まる効果があるだけに入居希望者も多い。

· ただ、大学側は企業を育成する同施設を大学の魅力・特色づけの一環とし、賃料は比較的安く据え置いている。

· 龍谷大学は１９９４年から瀬田キャンパス（滋賀県大津市）内にインキュべーター「レンタルラボ」を設置している。一室２４から７２平方メートルの部屋が全１６室。入居者は現在２０社（共同利用含む）と当初の十倍に増えている。期間は三年、賃料は１平方メートル月額１９００円前後（一般）。大津市市街地のオフィスビルに比べ賃料水準は約半分で、保証金もゼロである。

· 単なる貸し研究室でなく、入居者に対して大学教員や職員らが技術、経営、資金面で支援する。９９年に入居、０１年４月に増床した自動ドア開発ベンチャーの経営者は「大学施設への入居で社会的な信用が得られるのも大きい」と言う。同大学では来春さらに一室増やすとともに、京都市の深草キャンパスにも１０から１５室の設置を検討中である。

8. キャンパス・インキュベーター（大阪商業大）

· 大阪商業大は０１年１１月、畳二つ分のブース６つからなる「大商大アントレ・ラボ」を開設した。六組の応募があり、審査の結果、三組の入居が決まっている。賃料は月１５０００千円（別途入会金５万円）で、周辺相場とあまり大差ないが、保証金がないのがメリットだ。入居予定のコンサルティング創業希望者は「マーケティングなど経営学も勉強できる」と話し、大学側は「起業に興味のある学生にはインターンシップを経験させることもできる」と期待している。

· 日本新事業支援機関協議会（東京・港区）の調査によると、キャンパス・インキュベーターを保有する大学は２％だが、「検討中」「具体的に計画中」の大学は３８％に達した。学生数が減少する中で特徴や魅力を打ち出そうという大学は増えており、施設の開設機運は一段と高まりそうだ。  

9. 東京ビジネスサポートセンター（島根県）

· 島根県は東京都で販路拡大を狙う地場企業支援のため、東京の新橋にレンタルオフィス「東京ビジネスサポートセンター」を開設した。

· 貸出ブース数は一人用と二人用合わせて１２ブースあり、同センターにはしまね産業振興財団の販路開拓アドバイザーが事務所を設置しており、企業の相談に即応できる態勢を取っている他、入居企業と東京都内や近郊の専門商社を結びつける役目としても期待している。

· 今回設置されたセンターは広さ１４３平方メートルでフロア全体をオフィスとする。１０ヶ所設置する１人用ブースの面積は３．３平方メートルで、月額使用料は５２０００円。２ヶ所設置する２人用ブースは４．８平方メートルで、使用料は７６０００円である。

ブースには机やいす、ファクスつき電話やロッカーまでもついている。　事前の調査によると地場企業のうちソフトウエア開発や県産品利用の製造業などが入居の意向を示しており、商品を直接販売する拠点ではなく、法人向けの販路開拓業務の足場として想定している。
10－1．ペダルパワーは
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ラオスネットの夢を追い立てる。
BBC　NEWS（2002年11月21日付け記事を翻訳）

Alice　Donald

辻本真大：電気・電子工学科
自転車のパワーで動くＰＣが遠い村をオンラインにする。

・ ラオスのインターネットは遅れている。 ラオスは鎖国政策を行っていた最貧国であるが、最近になってやっとインターネットの導入を図り始めた。

・ 首都、ビエンチャンでは多くのインターネットカフェが立地し始めた。このインターネットカフェでは毎分数セントで Web アクセスを提供している。

・ ラオスではたった４つの高校しかコンピュータを持っていない。 多くの学生は使用するのを何ヶ月も前から待たなければならない。

・ ラオス南部の Pakse 高等学校の学生は幸運な方である。 生徒数2,000人を抱える高等学校であるが、小さいコンピュータ室を持っている。

・ 学生はインターネットを熱心に勉強している。

・ Pakse のある学生（16歳）は「私は、CNNニュースやBBCのような情報を検索するのが好きです。」と言う。また 「私は新しい映画、あるいは宇宙航空学について検索することが好きで、 Nasa のWeb サイトを好んで見ています。」

・ 彼ら学生が少年バンド「West　life」や「マンチェスター・ユナイテッド」に関するサイトに向かっているとき、生徒は周りに寄り集まってきて興奮で息をのんでいる。

・ こうした姿は彼らの両親や祖父母(戦争と鎖国の10年間の間に生きてきた)がほとんど想像できない姿である。 

グローバル村

・ 高校のインターネットではわずかながらの可能性を見せ始めてはいるが、ラオスの地方部はさらにもっと遅れている。

・ ホンカム村の村人は、彼らの織布を販売するのにネットを使用したいと考えている。 しかし、ここではあまりにも事情が違う。

・ ホンカムという村はビエンチャンから北におよそ二時間ドライブした位置にある。 この農村は柱の上に木製のからぶき屋根を載せた集落である。そして家の前には数キロに渡り、泥道になっておりトラックが通過している。

・ 通過するほんのわずかなトラックによってでも赤いほこりが立ち込める。 雨季には、道はグチャグチャな泥沼になる。そしてその後猛暑になり、道は危険なうねと穴という状態になる。 

・ そんなところにインターネットなんてあるはずはない。しかし、こんなホンカム村にもまもなくインターネットがやって来ようとしている。

・ ホンカム村はインターネットを導入するプロジェクトの中で選ばれた5つの村のひとつである。

・ この地方ＰＣプロジェクトは高校のインターネットセンターと同様に、Jhai 財団によって支援され設立された。

・ このプロジェクトの基礎はアメリカの退役軍人Lee ThornとBounthanh Phommasathitによってつくられた。(Bounthanh Phommasathitはベトナム戦争のときにラオスが激しい爆撃にあい、彼女の故郷の家から脱出した経験を持っている)

・ Jhai財団 は井戸を堀って、そして手工芸品を作るために村人と共に働いていた。 けれども村人が必要としていたものはインターネットへのアクセスであった。

頑丈なＰＣ

・ Jhai財団 は厳しい条件下で、そして技術サポートなしで稼働できるコンピュータを考案するためにシリコンバレーで開発を行った。

・ Jhai ＰＣは壊れやすいハードドライブメモリーを使わず、フラッシュメモリチップを使った。

・ Web は地方の村でも機能するだろう。

・ ＰＣは既成部品で組み立てられる。

・ そしてコンピュータ稼動時には２０ワット以下の電力となるよう設計されている。

・ このコンピュータは非常に丈夫にできており、汚れや暑さ、水の潜入があっても稼働することができると言う。

・ 電源？ 解決策は簡単である。ペダルパワー。自転車をこいで車のバッテリーに充電し、その電力でJhai PCを動かすことができるようになっている。

・ 村のPCは太陽発電で動く丘の上の中継放送局へ無線のインターネットカードを通して接続されている。そしてそれは30km離れた最も近くの都市、ホンコンに信号として送られる。そしてこの町では電話、そしてインターネットに順番に接続されているのだ。

我々は一度もインターネットを使ったことがない、そして我々は何がそこにあるか知らない～ホンカム住民

・ この巧妙なジグソーパズルの最終的な仕上げはリナックスベースのソフトウェアである。(村人がラオススクリプトを使用することができるように、Jhaiはそのソフトウェアをカスタム設計している)。

・ 設備は２００３年前半までにホンカム村で稼動する予定である。そして村人は早く始めたくてむずむずしている。 

・ ネットワークによって彼ら村人は市内電話をかけることができるようになり、さらに初めて、簡単に国外の親類と話をすることができるようになるであろう。

・ 「我々のために多くの利益があるであろう」、とホンカム村で女性たちの組合を率いる Vandone Chanthavong が言う。 「我々は村内で電話で交流することが可能になるであろう。そして、また、他国の人々と接触することもできるだろう。」「我々は、学生が情報を得るのを助けることができる。そして、村の経済を改善できるだろう。」

大きな期待
・ 村人は今、米と他の農作物の収穫で生計を立てている。（一部の人はJhai財団 が導入を支援した有機農業方法を感謝している。）

・ しかし、農作物の収穫で利益を上げるために、彼らは価格に関する正確でタイムリーな情報を必要としている。

・ コンピュータネットワークは、彼らが、ホンコン市場までの60kmを往復すべきかどうかを判断する価値があるかどうか決めるのを助けるであろう。

・ 「多くの家族が非常に貧しい」と Vandone が言う。 「人々が病気であるとき、しばしば我々は薬を買う金を持っていない。

・ しかし、もし我々がインターネットを持っているなら、我々は他の村に売り物のニワトリを広告することができる、そしてそれで我々は薬の支払いができる。」

・ 村の女性たちは織物を作っている。そして、それらの商品をドイツと米国に販売するのにインターネットマーケティングを使用する計画を持っている。

・ 簡単な販売サイトではあるが新たなビジネスを展開できる可能性を持っているのだ。

・ そして、この作業が完了したなら、村人はいくつかの希望をもっている。

・ 「我々は前に一度もインターネットを使ったことがない。そして我々は何がそこにあるか知らない」と Vandone の夫 Khamphan が言う。 「しかし、我々は学んだり探検したい。」

・ まもなくホンカム村のティーンエージャーが「West　life」 と「マンチェスター・ユナイテッド」を探してネットをサーフし、デジタルディバイドの向こう側にいる彼ら自身が最初の跳躍をしているかもしれない。

BBC　NEWS（2002年11月21日付け記事）
10－2. 学内企業に応用する実践型授業
1　ビジネスプランの内容

■説明文

学生の内に社会の仕組み、仕事の流れを学ぶことが出来るインターンシップが、学校の授業のカリキュラムに導入され社会と学校のつながりが深まっているが、短いインターンシップの期間内で細かいソフトの知識まで習得するのは難しい。さらに、学校側で業界で使われている様々なソフトの授業をやるにもそれだけの人材の確保は困難である。

しかし、専門学校と大学を共に行き来するダブルスクールの学生が増えていることから、学校では学べないソフトの技術を習得したいというニーズは拡大している。

そこで学校が外部委託しているものを内製化させるための組織をインターンシップの一環として学生たちに立ち上げさせ、企業として成立するための知識やソフト技術を学内で学べる場を提供する事により、社会に出る前に社会が必要としている技術を授業だけでなく仕事という実践からも学べ、さらに自分たちで起業する経営方法が身につくのである。

学校としても、内製化によるコストダウンは大きく、また新しい学校のあり方としての提案（授業で習ったものをすぐ学内企業に応用する実践型授業）が可能になる。

学校側の主なメリット

1.     外部委託を内製化することによるコストダウンメリット

2.     授業カリキュラムに無いソフト技術習得のための場を学生に提供できる

3.     学校で得た知識をすぐ製品に生かすことが出来る

4.     学校の価値を高めることが出来る

学生側の主なメリット

1.     わざわざ専門学校に行く必要が無い

2.     長い期間社会体験が出来、責任感が生まれる

3.     会社設立のノウハウを知ることが出来る

4.     学科以外の総合的な知識を身に付けることが出来る

学内インターンシップとしては学生の更なる知識向上のために資格案内や学生の立ち上げた企業の同業者の企業研修、人脈形成をバックアップし、より就職に強い学生にさせる。

サービス内容

出版、ポスター広告デザイン、Webデザイン、Webソリューション、Power Pointデザイン、統計データ作成、統計データベース（大学内の統計データを一つにまとめる）、映像資料のデータベース化、映像編集、等

2　新規性・独創性

学生との接点が近くなり、様々な能力を持った人材の確保ができ、専門分野に特化した派遣業務も可能となる。学校との連携により、様々な授業スタイル教材の開発が行える。それにより多くの大学、メディアに新しい学校のあり方として提案できる。

学生は知識を得るためにお金を払うのではなく、知識を得るために仕事をすると考えるインターンシップの特性を利用したコストダウンの新しい方法である。

3　将来性・優位性

他大学に広まる事により、学生たちの相互交流による人脈形成と様々な分野の仕事を、学生たちが立ち上げる事で、多くの知識・能力・人材を共有できる。

4　社会性

授業を受ける事が、いかに自分の価値を生み出すのか。この事を社会に出る前に認識することが出来る。これは自分の自信にもつながり、胸を張って自己アピールが出来る学生が増え、それは学校の価値の向上にもつながる。

5　市場性 

■市場の有無

■市場の規模

■主なターゲット

外部委託に頼っている大学

起業促進を狙っている大学

■市場での競争力

学校に密着する為、外部委託業者とは違い密な付き合いが出来ることにより、外部委託業者参入を防ぐ。また、学生の向上にもなるサービスなので効果が出れば他社の参入は難しくなる。

6　実現可能性

■スケジュール
■実施時期
■実施場所：関東学院大学

■実施体制(従業員数等)

責任者（経営、営業、経理なども担当）１名

経営、営業、経理などの担当者１名

指導員３名

合計５名

■ビジネスパートナー

印刷業者

製本業者

■リスクとその管理　

学生で構成される学業リスク→学業との両立を考えなるべく家で作業が行えるものとする。学生で構成される責任リスク→仕事をレベル分けし、レベルが高いものは社員がやり、秘密保持を入念にする。また、責任感を重点にした指導をする。

11.ベトナム家具販売企画提案
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小林一：第2部電気科
計画の目的

私、小林一はベトナム国ホーチミン（サイゴン）市で生まれた。1992とともに日本に帰化した。ベトナム語は堪能である。このため将来、ベトナムの製品を日本に輸入するビジネスの起業を図りたいと考えている。近年、ベトナムの製品は安価であること、品質が高いことなどで日本でも注目を浴びてきた。特にベトナム雑貨は大きな伸びを示している。私はベトナムの家具に着目し、この輸入業を起業するビジネスプランの立案を検討する。
1．事業内容（計画している事業はどういうものですか）

電話で注文を受け配達する。
2．市場環境
2002年11月現在、ベトナムでの日本人の観光客が増えつつある。その人たちは現地での家具を見る機会が多くため日本でそれ使ってみたいという気持ちがあると思う。
　　そして現地の安い人件費や安くて質の良い木材があるから安価で家具を製作できる。ベトナム人の手先は器用だからきれいなものを作れる。
日本人観光客のベトナム訪問は年々増加している。これは美味しい食事やベトナム雑貨がテレビなどを通して紹介され、戦争などのイメージが払拭されてきたことが大きな要因である。また滞在中にベトナム家具を見る機会もあり、ベトナム家具の購入ニーズも高くなってきているものと考えられる。
ベトナムにはホーチミン（サイゴン）市の第５区（QUAN５＝ベトナム語）などの家具を生産する地域がある。ここでは安価な人件費や質のよい木材を活用して家具が生産されている。ベトナム人は手先が器用と言われておりデザイン性の高い家具を製造している。
表1　2001年1～11月の国別外国人旅行者数
	国名
	人数(万人)
	　増加率(％：対2000年比)

	中国　　
	60
	10

	米国　
	20
	13

	日本　
	20
	38

	台湾
	19
	－5

	フランス　
	10
	15.5

	オーストラリア
	8
	26

	韓国
	7
	42

	イギリス
	7
	15

	ドイツ
	4
	20

	カナダ　
	4
	19


　　
資料：ベトナムニュースセンター調べ
3．対象市場とターゲット
日本人（20歳～50歳）
関東地域に限定する。
4．取り扱い商品、サービスの内容
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竹材料を活用したベトナム家具
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販売戦略（どういう方法で販売しますか）

ベトナムの集いやフリーマケットで製品をアピールする。

知人を頼んで口コミ作戦実行。

価格戦略（価格はどうしますか）

価格は検討中。

仕入方法（仕入れはどうしますか）

ベトナムで製作したものを輸入する。

オーダーメードの注文を受けたら電子メールや国際電話で随時に製作者に連絡する。

人員（人員はどのくらい必要ですか。どうやって確保しますか。）

人員：５人（各自：営業や配達を兼務する）。互いに連絡し合う。

その５人（私を含めて）は私の友人である。

賃金（賃金はどれくらい必要ですか）

有限会社を登録するためには300万円が必要。

人件費15万円×5人＝75万円/月

その他の経費（ガソリン代等）。

仕入れ価格+輸入費用（検討中）

倉庫が不要（各自の自宅を倉庫にする）。そのため製品の規格（高さ×横幅×縦幅）を制限が必要）

法的規制（法的な規制はどうなっていますか）

調査中（１月に１回法律が変わる）。私の友人（ベトナム人）の法律家より。

実現可能性（事業はできそうですか）

現在2003.01.06から6ｶ月位かかる。

今後の課題
· 諸費用を再確認する。
· 製品と価格をしっかり確認する。
· 法的規制を確認する。
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		収入

		味噌		出資区分		数量		単価		単位		金額（円/年）

				講習会参加者		2,700		600		円/ｋｇ		1,620,000

				消費者		4,050		1,000		円/ｋｇ		4,050,000

				小計		6,750		1,600		円/ｋｇ		5,670,000

						年度		　　年間生産量				年間販売額（円/年）

						1年度		6,750		kg/年		5,670,000

						2年度		6,750		kg/年		5,670,000

						3年度		6,750		kg/年		5,670,000

						4年度		6,750		kg/年		5,670,000

						5年度		6,750		kg/年		5,670,000

						6年度		6,750		kg/年		5,670,000

						7年度		6,750		kg/年		5,670,000

						8年度		6,750		kg/年		5,670,000

						9年度		6,750		kg/年		5,670,000

						10年度		6,750		kg/年		5,670,000

		支出

		事業費		建築工事		建築		0		円

						外講・駐車場		0		円

				設備工事		給水設備		100,000		円

						排水設備		100,000		円

						電気設備		100,000		円

						冷蔵設備		500,000		円

						備品		200,000		円

						小計		1,000,000		円

		年度支出

				資材・消耗品				10,000		円

				原料				2,226,472		円

				広告・宣伝費				0		円

				人件費		取締役		0		円/年

						バイト代		180,000		円/年

				公租公課		固定資産税		10,686		円

				賃貸料				600,000		円/年

						小計		3,027,158






